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2017年のランセット誌の研究では、世界の医療費は 25年間（2014年から 2040年)で 9兆米ドルから
24兆米ドルへ増加すると予測していました。1 2030年までに世界の医療従事者は 1,800万人不足し、
2050年までに世界の人口の 16%が 65歳以上になるでしょう。こうした人口動態の変化とそれに伴う慢
性疾患の増加は、現在進行中の新型コロナウイルス感染症によるパンデミックと逼迫した公的予算と相
まって、従来型の医療システムだけでは医療ニーズを満たすことはできなくなっていくことを示唆していま
す。デジタルヘルスケアは、迅速・効率的で将来に適した医療制度を構築するためのソリューションである
と多くの人が考えています。 

保険会社は、デジタル化された医療プラットフォームによって、ビジネ

スモデルの大きな混乱に直面する可能性があります。しかし、保険

会社のデジタル化への適応は遅れており、現在、デジタルヘルスケ

ア・ソリューションのほとんどは直接消費者をターゲットにしていま

す。より多くの医療・生命保険会社が、商品ラインを多様化し、顧客

基盤を拡大し、顧客体験を改善し、また低金利の影響に対抗するた

めに、この黎明期の市場を活用しようとしています。このため、現状

からは変化し始めていますが、いくつかの重要なギャップがその理

論と実践の両方において残っています。 

Box 1:デデジジタタルルヘヘルルススケケアア: 
ななぜぜ今今現現状状把把握握がが必必要要ななののかか？？ 

情情報報のの欠欠如如：：有効性についての情報が乏しい中、適切なソリ

ューションを選択する責任は消費者が負っています。保険業

界はこうした情報の非対称性に対応しているでしょうか。 

総総合合的的なな戦戦略略のの欠欠如如:デジタルヘルスケアが保険料と保険金
支払いに及ぼす影響の根拠はまだ不十分です。業界は包括

的なビジョンを持っているでしょうか。 

規規模模拡拡大大にに適適ししたた条条件件のの欠欠如如:引受能力、支払いインセンティ
ブ、外部障壁や倫理規定の欠如によって、信頼できうるソリュ

ーションの規模拡大が困難です。保険会社は個々に、また業

界全体として、この問題にどのように対応できるでしょうか。 

医療保険や生命保険の観点からデジタルヘルスケアを検証する文

献が不足しているため、手頃な価格のヘルスケアという社会的ニー

ズと、成長と収益性という企業目標とのバランスを考慮したデジタル

ヘルスケアを保険業界は見直す必要があります。こうした背景から

ジュネーブ協会は、文献レビューと、保険会社 11社とデジタルヘル
スケアプロバイダー12社を対象に定性的調査を行い、デジタルヘル
スケア市場に関する認識、齟齬そして事業機会について探りました。 

デデジジタタルルヘヘルルススケケアアのの展展望望 

QY Researchのレポート 2によると、デジタルヘルスケア市場は

2025年には 4倍の 4,000億米ドル近くになると予測されています。
この成長は、手頃な価格の医療へのアクセスの改善、テクノロジー

対応環境における消費者の期待の高まり、高騰する医療費を抑制

する努力といった要因により促進されています。新型コロナウイルス

感染症の影響は、デジタルヘルスケアの取り込みをさらに加速させ

ています。デジタルヘルスケアの供給と需要の両面の特性について

の詳細情報の入手可能性は、商品および地域によって異なるもの

の、共通の主要特性もあります。 

• 多くのモバイルアプリが登場しています。推定で 200ものヘルス
ケア関連アプリが毎日公開されており、多くの場合規制上の監督

は緩いです。健康促進（ウェルネス）アプリが主流を占めています

が、特定の健康状態のために作成されたアプリが近年重要性を

増しています。精神衛生（メンタルヘルス）、糖尿病および心血管

系疾患 (CVD) が最も一般的な参入領域です。3 

• 新型コロナウイルス感染症によって、遠隔医療の利用がかつてな
いほど急増しています。マッキンゼーによると、米国だけでも、

2019年にはわずか 11%だった遠隔医療を利用している消費者
は、今や 46%にのぼると推定されています。対照的に欧州におけ
る遠隔医療での診療は、新型コロナウイルス感染症を受けても、

CVD、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患および肥満のような健康状態
に重点が置かれています。 

• アジアでは、デジタルヘルスケアへの資金提供が、2020年第 1
四半期の 8億 800万米ドルから、第 2四半期には 16億 6,300
万米ドルへと倍増しています。中国が先頭を走っており、ここ数ヶ

月間に遠隔医療の急激な増加が見られます。アジアとアフリカの

資源の少ない国々では財務的保障から地域医療（プライマリー・ヘ

ルスケア）にわたる分野においてデジタルヘルスケアを適用してお

り、しばしば携帯電話の普及もその一因となっています。 
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2019年に米州、欧州、オセアニアで行われた消費者調査では、回
答者の 50%が全身の健康状態を改善するためにデジタルヘルスケ
アを利用していると回答しており、世界的な供給側の傾向と結びつい

ています。利用方法としては、欧州連合 (EU) 加盟国地域に焦点を
当てた調査において、2019年に EU加盟国民の 53%がオンライン
で健康情報を検索したことがわかりました。しかし、利用の分布は年

齢によって異なり、モバイルアプリの利用に関しては特に偏りが大き

いものでした。EU加盟 7か国のアプリ利用に関する調査では、調査
回答者(4,000人以上)のほぼ 4分の 3がどのヘルスケアアプリも利
用しておらず、ユーザーは不釣り合いなほど若年層に集まっていまし

た。調査では、データ共有の重要性に対する理解が深まっていること

は示されましたが、消費者からの信頼性が低いことが引き続き重要

な問題となっていました。ベイン・アンド・カンパニーがアジア太平洋

地域の国々を対象に実施した調査では、デジタル健康促進サービス

に対する消費者の需要が高まっていることが示され、それはしばし

ば利便性が牽引していました。4 回答者の 70%が医療遍歴を管理す
るための単一のエントリーポイントがあることが好ましいと答え、28
〜59%の消費者がこれをモバイルアプリまたはスマートデバイス経
由で管理することを望んでいました。さらに重要なことには、91%の
回答者が、もしも保険や雇用給付と統合されているのであればデジ

タルツールの利用に関心を示しました。 

デデジジタタルルヘヘルルススケケアアはは健健康康的的行行動動のの促促進進とと良良好好なな健健康康状状態態のの実実現現

ににつつななががるるかか 

今のところ、これを決定付ける証拠はありません。いくつかの分野で

有効性が示されていますが、研究を拡大していくさらなる調査が必要

であり、高リスク・高コスト集団により焦点を当てる必要があります。 

モバイルアプリ、センサーやフィットネストラッカーが長期的な行動変

化を実現して最も効果的なのは、行動変容技術 (BCT) の重要要素
を取り入れた場合です。しかし、健康促進市場を対象としたモバイル

アプリの調査では、バランスのとれた BCTの要素を含むアプリはほ
とんどありませんでした。デジタルヘルスケアの目標設定が可能で、

動機付けと組み合わされている場合、ポジティブな行動変容を生ん

でいるという実証例がいくつかありますが、ゲーム化やナッジ（行動

経済学による行動促進戦略）のようなツールによる結果はまちまち

のようです。高リスク・高コスト集団がどのように、またどの程度まで

研究に反映されているかも不明です。 

一部の研究では、デジタルヘルスケアが特定の慢性疾患の治療お

よび管理に使用された際に、良好な結果が示されたことがわかって

います。遠隔医療は、センサーやモバイルアプリのような製品よりも

良好な結果をもたらしています。対面での介入を必要とする複雑な

健康状態への対応が可能であることを考えると、このことは理解でき

ます。しかしながら、73のメンタルヘルスアプリの研究によると、信頼
に足る実証例でその主張が裏付けられたのはわずか 2例でした。オ
ンラインとオフラインを組み合わせたケアの利用は、動機付けと組み

合わせることによってより良い結果をもたらしています。しかし、より

良い行動と健康上の成果を促進するための動機付けは、それを主

導している大半が値引きと電子機器のみに焦点を当てており、立ち

後れています。現在入手可能な実証例の一般化も困難です。なぜな

ら、研究はより健康的な集団あるいは小規模で実施されていること

が多く、プログラムを長期継続できないことによって研究結果が直接

的に影響される可能性があるからです。 

医医療療保保険険やや生生命命保保険険ととのの関関連連性性 

任意保険である民間の医療・生命保険会社は、情報の非対称性が

逆選択につながるという固有の課題に直面しています。これは、保

興興味味 
調査対象者のほとんどにおいて、

デジタルヘルスケアへの需要レベ

ルが 50%を超えています 

信信頼頼 
依然としてデジタルヘルスケアのデ

ータガバナンスと信頼に対する世

間の懸念が世界的に残っています 

消消費費者者視視点点 

消消費費者者のの視視点点 

利利便便性性 
デジタルヘルスケアの利用状況

は、ライフスタイルと健康促進に重

点を置いた供給量とほぼ一致し、

利便性が活用を促進しています 

統統合合 
保険会社と雇用主が、規模を拡大

していくための重要な役割を担って

いると考えられています 
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険会社が負担する平均リスクの上昇につながります。デジタルヘル

スケアは、これらの課題への対処にある程度役立つかもしれませ

ん。バリューチェーンの観点から見ると、一部の保険会社は、これま

で未開拓だった集団を引きつけるためによりターゲットを絞ったオン

ラインマーケティングと流通網を活用し、よりバランスのとれたリスク

プールを達成しうるかもしれません。また、デジタルヘルスケアによる

データを用いたより高精度の保険引受手法を適用し、健康障害のリ

スクがより高い人々に対しても透明性のある十分な補償範囲を提供

する保険会社が出てくるかもしれません。しかしながら、そのような実

例を検証する根拠は不足したままです。 

保険のバリューチェーンにわたるデジタルヘルスケアの活用状況

は、マーケティングと流通網に大部分の取り組みが集中しており、偏

りがあります。バリューチェーンの下流部分の引受や保険金請求処

理などの分野ではイノベーションが出てきていますが、多くはまだ十

分な規模には達しておらず、成熟度も低いままです。データの相互

運用性の困難や、フィービジネスがプロバイダーに誤ったインセンテ

ィブを引き起こす問題等により、デジタルヘルスケアをより戦略的に

活用したい保険会社にとって障害となっています。 

サーベイ内容は文献調査の結果と一致しました。ほとんどの回答者

は、市場シェアの拡大と流通および顧客体験の向上に戦略的焦点を

当てていると述べています。大半の保険会社はデジタルヘルスケア

を非感染性疾患に取り組む機会と考えていましたが、保険料や保険

引受まで影響を及ぼしていると指摘した保険会社はわずかでした。

デジタルヘルスケアに取り組んでいる殆どの保険会社およびプロバ

イダーは 55歳未満の人々を対象としています。これは長期的には
効果的かもしれませんが、現在のコスト要因に対応しておらず、より

広範に影響をもたらす可能性を減らしています。

大部分のデジタルヘルスケアのプロバイダーは、(保険会社を含む)
第三者からの支払いが収入の大部分を占めるか、あるいはごく一部

かのどちらかの回答でした。手数料が最も一般的な支払い方式のよ

うでした。このことは 3つの問題を提起しています。まず、第三者の
精査なしに消費者を直接ターゲットとするデジタルヘルスケア商品に

利用可能な、質の高い審査制度が欠如しています。第二に、消費者

の自己負担費用の増加による医療制度の潜在的なコスト上昇の悪

影響があります。そして第三に、全てフィービジネスの環境下では、

プロバイダーがサービスの全体量を調節するインセンティブはほとん

どありません。保険会社とプロバイダーの双方が、デジタル化を加速

するためのリソースの確保の困難、優先順位付けの欠如、人々のマ

インドセットを変えることの困難、旧態依然のシステム（レガシーシス

テム）と流通経路の未整備を共通の障壁として挙げました。また、消

費者の信頼を向上させ、より高齢の世代を取り込む手段を見つける

必要性を強調しました。 

保保険険会会社社おおよよびび再再保保険険会会社社ははどどののよよううにに対対応応ででききるるかか? 

冒頭に示された 3つの問題（Box 1参照）に関する暫定的な結論
は、冷静かつ少々刺激的です。無数のアプリや遠隔医療ソリューショ

ンが存在しながらも効果を示す実証例がまばらなため、市場は分断

されたままであり、消費者が効果的な商品を選択するために必要な

良質な示唆を入手することや、サービス提供者が効果的ではないソ

リューションを回避することが難しくなっています。 
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流通・マーケティング部門ではある程度の成功があったものの、変革

をもたらすには遠く及ばず、大多数の市場参加者はデジタルヘルス

ケアに向けた総合的なアプローチをまだ採用していません。これに

対応するために、個別会社と業界全体の両方において、新しいビジ

ネス機会の実現と同時にその社会的便益を最適化するために、保

険会社がデジタルヘルスケア市場を形作ることを可能にする 6つの
提言をします。 

総総合合的的ななデデジジタタルルヘヘルルススケケアア戦戦略略をを明明確確化化すするる。。現状では、保険会

社がどのようにデジタルヘルスケアを必要としているか、また必要と

されているかを明確にした包括的なビジョンはありません。その活用

は主にマーケティング・流通・販売によって動機づけられ、新規開拓

や更改を確実にするためのより狭義の顧客エンゲージメントとなって

います。コストへの対応、保険料や保険金の削減、あるいはリスクに

晒されているか治療が必要な人々に保険を提供するために、体系的

にデジタルヘルスケアが活用されているかどうかについての洞察は

限られています。医療・生命保険会社のための事業機会や社会的役

割を果たす余地のより総合的な評価が必要です。 

デデジジタタルルソソリリュューーシショョンンをを購購入入すするる前前ににそそのの根根拠拠をを整整理理すするる。。保険業

界は、購買力を通じて、デジタルヘルスケアを影響力のある商品や

サービスに変えていくことができます。保険会社は、事後対応型のリ

スク管理や単純に保険金を支払うことから、被保険者の健康管理を

積極的に支援することができます。この目標を達成するには、2つの
要素が関係します。1つは、デジタル・サービスを適切な人口の母集
団をターゲットにして健康面と金銭面の改善を達成するために、詳細

なクレーム分析に投資することです。もう 1つは、保険業界、デジタ
ルヘルスケア企業と学界が協力し、投資とサービス委託を助けるよ

うなデジタルヘルスケア商品の評価基準を開発することです。 

デデジジタタルルヘヘルルススケケアアのの報報酬酬イインンセセンンテティィブブをを整整合合ささせせるる。。デジタルヘ

ルスケアプロバイダーはダイナミックな市場で生き残り続けるために

変革する強いインセンティブが既にあります。プロバイダーが、フィー

ビジネスではなく、価値提供に基づく報酬体系を通じて医療費上昇リ

スクの一部を負担するようになれば、より効率的なサービスを開発す

るインセンティブが高まる可能性があります。より広い人口区分に渡

り健康促進と管理の統合を促すことがそうした目的となり得ます。 

自自主主憲憲章章をを通通じじてて信信頼頼をを優優先先ししてていいくく。。デジタルヘルスケアの成長

は、個人データを共有してもらう消費者の意志に大きく依存していま

す。データガバナンスを改善するためには規制の存在が重要です

が、モバイルアプリはまだグレーゾーンです。デジタルヘルスケアに

対する消費者の信頼を築くには、より個人的なアプローチと、より繊

細で消費者中心の方策が必要です。国レベル、地域レベル、さらに

は世界レベルの自主的な業界憲章はどれもプライバシー、透明性、

社会福祉、説明責任に関する基本原則に合意するための出発点と

なり得ます。またそうした自主憲章は、消費者を巻き込み、感化さ

せ、コミュニケーションをとるためのプラットフォームとしても利用で

き、賛同する企業が注目されるための手助けにもなります。 

組組織織のの状状況況をを認認識識しし、、受受容容力力をを向向上上ささせせるる。。デジタル・トランスフォー

メーションへの道筋における各保険会社の立場として、各社は現実

的な期待値を設定するために、具体的な目標、アプローチおよびス

ケジュールといった情報を共有する必要があります。より広範な医療

システムの利害関係者へ働きかける前に、組織内の障壁や支援シ

ステムを考慮し、受容力を向上させるための集中投資が必要となる

かもしれません。例えば、データガバナンスの限界や相互運用性に

関連する問題は、間違いなく政府やプロバイダーとの協力が必要と

なります。出発点として、保険業界および個々の保険会社は、外部と

の対話を開始する前に、まず問題を精査し、望ましい解決策につい

ての見解を身内で具体化する必要があります。 

デデジジタタルルヘヘルルススケケアア市市場場をを作作るる。。医療・生命保険業界は、他業界と

協力してデジタルヘルスケア市場を構築することにより、重要な価値

を引き出すことができ、成果・品質・手頃な価格を核に、関連するデ

ジタルソリューションと対面型ソリューションを同時に提供できます。

この共同市場は、切望されていた企業間の対話を促進し、共通の基

準（例えば医療効果に関するデータベース）を作ることによって商品

の合理化を促し、経験を有効活用して統一的な声をもたらしつつ、デ

ータやセキュリティのような重要なテーマについて政府とも密接に協

力できます。 
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